
施策評価表（平成１９年度の振り返り、総括）

平成 20 年 4 月 30 日

施策Ｎｏ． 施　策　名

主管課名 主管課長名

関係課名

　

単位

人

単位

件

％

％

成果指標設
定の考え方

成果指標の
把握方法
（算定式な
ど）

市
民

行
政

そ
の
他

②市の情報公開制度
について知っている市
民の割合

③個人情報（プライバ
シー）が保護されてい
ると感じている市民の
割合

46,913 46,723 46,459

１８年度実績

2

15.9

10

①開示請求件数を見ることで、知る権利をどれだけ行使しているかがわかるので、これを成果指標とした。
②市の情報公開制度について知っているかを市民に聞くことで、情報公開制度の認知度がわかり、この認知
度が向上しないと知る権利が保障されているとは言えないので、これを成果指標とした。
③個人情報が保護されているかどうかを市民に聞くことにより、個人情報の保護が適切になされているかどう
かの市民の意識の程度がわかるので、これを成果指標とした。

・開示請求があった場合、非開示情報に該当しない限り、より迅速に交付決定を行う。
・個人情報保護のための情報管理体制を強化し、セキュリティ体制を確立する。

50.0

50.0

施策の目的
【意図】

・知る権利が保障されている。

・個人のプライバシーが守られて
いる。

成果指標名 １７年度実績

6

13.8

17.1

施策の目的
【対象】

・市民

・情報を請求できる人

19.5

①開示請求件数

人口

１８年度１７年度対象指標名 １９年度

施策の成果
向上に向け
ての住民と
行政との役
割分担

作成日

２２年度目標

①総務課の資料により把握。
②企画政策課が実施する市民意識調査により把握。
③企画政策課が実施する市民意識調査により把握。

39

総務課

情報公開の推進と個人情報保護の徹底

吉川高広

情報広報課

・知る権利が保障されていることを認識していただく。必要に応じて権利を行使していただく。
・個人のプライバシーが侵害されていないかを、いろいろな機会を通じて自らも注意していただく。

１９年度実績

3

15.9

24.4



施策Ｎｏ． 施　策　名39 情報公開の推進と個人情報保護の徹底

単位

本数

千円

時間

千円

千円

　（ここ数年の間、施策の成果向上に貢献してきた主な事務事業の取組み内容を中心に記述）

ウ．住民期待水準との比較（成果水準が住民が期待していると思われる水準と比較してどうであるかを中心に記述）

１９年度の
評価結果

１．施策の成果水準とその背景（近隣他市や以前との比較、特徴、その要因と考えられること）

◆開示請求件数等は少なく推移しているが、「個人情報が保護されていると感じている市民の割合」が伸びて
いることから、住民期待水準に若干近づいているとも言える。

【知る権利の保障対策】
　従来どおり開示を進める。
【個人情報保護対策】
　開示状況及び目的外利用等の報告のため、必要に応じて、情報公開・個人情報保護審査会を開催する。
【セキュリティ対策】
・平成20年4月1日施行された「情報セキュリティに関する規程」等に基づき、「セキュリティ実施手順」を作成す
るとともに職員に対する情報セキュリティ研修を実施する。

◆近隣他市も含め、情報公開及び個人情報保護に関する住民の意識は相変わらず低い。そのため、平成17
年度に6件あった開示請求件数が、平成18年度には2件、平成19年度には3件となっている。
◆平成19年度の市民意識調査では、「市の情報公開制度について知っている市民の割合」は前年度と同ポ
イントだが、「個人情報が保護されていると感じている市民の割合」は4.9ポイント伸びている。

ア．成果水準の推移（成果水準がここ数年どのように推移しているかを中心に記述）

イ．近隣他市との比較（成果水準が近隣他市と比較してどうであるかを中心に記述）

◆開示請求件数は、黒部市では平成17年度4件、平成18年度2件、平成19年度１件と当市と大差はない。滑
川市では、平成17年度13件、平成18年度13件、平成19年度34件の実績があるが、ほとんどが入札事務関連
であり、その他についてはほとんど実績が無い。

２．施策の成果実績に結びついているこれまでの主な取り組み（事務事業）の総括

１８年度実績 １９年度実績

Ｄ．人件費　（Ｃ×１時間あたりの平均人件費）

効率性
指　標

施策の
トータル
コ ス ト

1,644

1,644

0

35

35

Ｅ．トータルコスト　（Ｂ＋Ｄ）

Ｇ．人件費　（定義式　：　Ｄ／46,723 ）

区　　　　　分

Ａ．本施策を構成する事務事業の数

Ｂ．事業費　（事務事業の事業費合計）

Ｃ．事務事業に要する年間総時間

2

0

400

２１年度実績２０年度実績

Ｈ．トータルコスト　（定義式　：　Ｅ／46,723 ）

0

対象（受益者）１単位あたり、若しくは市民１人あたりの施策の
Ｆ．事業費　（定義式　：　Ｂ／46,723 ）
　同　　　上

　同　　　上

円

円

円

00

３．施策の課題認識及び２０年度の取り組み状況（予定）

　（１９年度末で残った課題、既に２０年度に取り組んでいること、又は取り組むこととしている予定を記述）

【知る権利の保障対策】
　従来に引き続いて、情報の開示を進めてきた。
【個人情報保護対策】
・平成17年3月に情報公開条例を全部改正し、個人情報保護条例を施行した。
・平成18年3月に、円滑な制度活用を図るため、「情報公開・個人情報保護の手引き」を発刊し、周知啓発に
努めた。
・平成18年12月に、情報公開・個人情報保護審査会の委員5名を任命した。
【セキュリティ対策】
・平成19年に情報セキュリティ対策を推進するため、「情報セキュリティに関する規程」と「情報セキュリティ対
策基準に関する要綱」を定めた。（20.04.01施行）
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